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　「環境報告書2026」の発行にあたり、ご挨拶申し上げ

ます。

　当社は「研究者の方々のお役に立ちたい」という創業

の想いをもとに、最先端分野の研究ニーズに応えうる総

合試薬メーカーとして高品位の製品を開発・製造してま

いりました。当社の強みである独自の「技術力」を生かし

て、「試薬事業」をはじめ「化成品事業」「臨床検査薬事

業」の3つの事業を核とし、アカデミア、企業および医療

関係の方々の幅広いニーズにお応えしています。

　富士フイルムグループは、社会課題の解決と持続可

能な社会の実現への貢献を目指し、「ヘルスケア」「エレ

クトロニクス」「ビジネスイノベーション」「イメージング」

の4つのセグメントで事業を展開しています。当社およ

び関係会社では、長年かけて培ってきた技術力、国内の

強固な生産・販売基盤を生かして学術研究、産業、医療

等の幅広い分野に新たな製品・サービスを提供すると同

時に、海外での積極的な事業拡大を通じて、ヘルスケア

分野・エレクトロニクス分野を担う“グループの中核企

業”として事業活動を推進しています。 

　さて、当社の環境活動は、持続可能な社会の実現に向

けた富士フイルムのグリーンポリシーを踏まえて展開し

ています。自社の生産活動により生じる環境負荷低減は

もとより、お客様先での使用や廃棄に至るまでの製品ラ

イフサイクル全体※を対象としています。社会全体での

環境負荷低減に貢献するために、省エネルギー・省資源

効果の高い製品・サービスを提供するとともに、エネル

ギー・水問題などの環境課題を解決すべく新たな技術

開発に取り組んでいます。

　また、富士フイルムグループでは、2030年をゴール

として、持続的に発展していくための経営の根幹をなす

計画「Sustainable Value Plan（サステナブル・バ

リュー・プラン）2030」（SVP2030）を策定しております。

SVP2030の下、革新的技術・製品・サービスの提供など

で、事業活動を通じた社会課題の解決により一層取り組

み、サステナブル社会の実現にさらに貢献する企業を目

指しています。SVP2030環境関連の目標の一つに、

2030年度までに自社が使用するエネルギー起因の

CO₂排出量を2019年度比で50％削減、2040年度まで

にCO₂排出を実質的にゼロにする目標が設定されてい

ます。当社および関係会社でもこのグループ目標を達成

すべく、省エネルギー活動は当然のこと、太陽光発電の

導入、再生可能エネルギーへの切り替えなど、さまざま

な「脱炭素」への施策の検討が進行されています。

　さらに、製品ライフサイクルでのCO₂削減を目的とし

たバイオマスプラスチック製の容器の導入も順調に進

行中で今後、導入比率をさらに上げていきます。その他

の環境負荷への対応としては廃棄物、水資源、化学物質

の排出（PRTR対象物質）の削減を目標として取り組んで

います。化学薬品を取り扱う総合試薬メーカーとして法

令や基準を守り、ステークホルダーの皆さまへ環境・安

全を配慮した健全な事業活動を行います。

　また、健全な事業活動のためには従業員が心身ともに

健康で、意欲にみちた働きができる職場づくりが不可欠

です。当社は2018年から積極的に「健康経営」に取り組

んでおり、従業員の健康増進を強く推進しています。　

　富士フイルムグループでは、社会における存在意義を

示すグループパーパス「地球上の笑顔の回数を増やし

ていく。」を掲げています。世界中の人々の笑顔を見つめ

てきた富士フイルムグループは、これからも幅広い領域

で人々に寄り添い、従業員一人ひとりが「アスピレーショ

ン（志）」を持って、このグループパーパスの実現を目指

していきます。

　当社も、次の科学のチカラとなる新製品・新技術の開

発はもちろんのこと、さらなるグローバル化の推進、

マーケティング力の強化、業務のDX化などを積極的に

実施し、先端技術分野に携わる企業としてたゆまぬ挑戦

を続け、地球上の笑顔を増やしていきます。

　この「環境報告書2026」は当社の2025年度における

環境保全活動の実績を中心にまとめたものです。本報告

書により当社の活動についてご理解いただければ幸い

です。

　今後とも皆さまの一層のご指導、ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申し上げます。

社会課題の解決と持続可能な社会の実現を通じて、
地球上の笑顔の回数を増やしていきます。
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Top Message

富士フイルム和光純薬株式会社は、環境に対する取り組みとそ
の実績をお知らせするために、2006年から毎年環境報告書を
継続して発行しています。
本年も、環境に関するデータを中心に、防災・安全衛生への取り
組みについても紹介しており、皆様に当社の活動をご理解して
いただく資料となれば幸いです。

環境報告書2026編集方針

この環境報告書の環境負荷データは以下の事業所を対象とし
ています。
東京工場・愛知工場・大阪工場・播磨工場
本社・東京本店
富士フイルムワコーケミカル株式会社本社・宮崎工場、埼玉工
場、広野工場、平塚工場

報告対象範囲

2025年4月～2026年3月の実績データ
報告対象期間

富士フイルム和光純薬株式会社
代表取締役社長

※ 原材料の取得または天然資源の産出から、製造、輸送、顧客での使用、最終処分まで
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当社は総合試薬メーカーとして、先進の技術開発をベースに、さまざま

な顧客ニーズに応える高機能・高品質な試薬・化成品・臨床検査薬を提

供しています。

富士フイルムグループは、社会課題の解決と持続可能な社会の実現

への貢献を目指し、「ヘルスケア」「エレクトロニクス」「ビジネスイノ

ベーション」「イメージング」の4つのセグメントで事業を展開していま

す。当社および関係会社では、長年かけて培ってきた技術力、国内の強

固な生産・販売基盤を活かして学術研究、産業、医療等の幅広い分野

に新たな製品・サービスを提供すると同時に、海外での積極的な事業

拡大を通じて、ヘルスケア分野・エレクトロニクス分野を担うグループ

の中核企業として事業活動を推進しています。

グループ会社（国内）
富士フイルムワコーケミカル株式会社
［本社・宮崎工場］
　宮崎県宮崎市清武町木原3558
［埼玉工場］
　埼玉県児玉郡上里町大御堂1450-28
［広野工場］
　福島県双葉郡広野町上北迫字岩沢1-34
［平塚工場］
　神奈川県平塚市東八幡5-2-3
富士フイルム和光バイオソリューションズ株式会社
　福島県福島市光が丘1（福島県立医科大学内）

グループ会社（海外）
富士膠片和光純耀（上海）化学有限公司
富士膠片和光純薬製膜材料（無錫）有限公司
富士膠片和光(香港)有限公司
富士膠片和光(広州)貿易有限公司
FUJIFILM Wako Chemicals Europe GmbH
FUJIFILM Wako Chemicals U.S.A. Corporation

富士フイルムグループパーパス

富士フイルム和光純薬の概要

会社名

本　社

富士フイルム和光純薬株式会社 
FUJIFILM Wako Pure Chemical Corporation  
大阪府大阪市中央区道修町3丁目1番2号 
Tel.06-6203-3741（代表） 

設　立
資本金
事業内容

大正11年(1922年) 6月 
2,339百万円 
試薬、化成品ならびに臨床検査薬の製造・販売 

事業所
本社・大阪営業所
　大阪府大阪市中央区道修町3-1-2
東京本店・東京営業所
　東京都中央区日本橋本町2-4-1
北海道営業所
　北海道札幌市中央区大通西6-1
東北営業所
　宮城県仙台市宮城野区鉄砲町西1-14
筑波営業所
　茨城県つくば市天久保2-4-20
横浜営業所
　神奈川県横浜市中区本町2-22
長野営業所
　長野県松本市征矢野2-7-16
東海営業所
　愛知県名古屋市名東区八前2-914
北陸出張所
　石川県金沢市朝霧台2-27
中国営業所
　広島県広島市南区比治山本町16-35
九州営業所
　福岡県福岡市東区松島3-22-30
戸田事業所
　埼玉県戸田市新曽南3-17-35
群馬事業所
　群馬県渋川市石原1062-1

工場
東京工場
　埼玉県川越市的場1633
愛知工場
　愛知県豊橋市新西浜町2-2
大阪工場
　兵庫県尼崎市高田町6-1
播磨工場
　兵庫県赤穂市折方1543

研究所
機能性材料研究所
　埼玉県川越市的場1633

幅広いニーズに応え
研究を支援する

安全で快適な暮らしを
創造する

人々の命とQOLを支える
医療に貢献する

先端技術分野のさまざまな研究ニーズに応
える高品位な製品を提供し続けてきた試薬事
業。総合研究支援型企業としてライフサイエ
ンス関連試薬をはじめ環境分析用試薬、有機
合成試薬などの製品群を幅広く取り揃えて
います。これからも、常に世界の研究動向を見
据え、豊富な品揃えとスピーディーな供給体
制で、信頼される研究支援パートナーとして
の役割を担っていきます。

社会や人々の暮らしを支えるさまざまな製品
を提供している化成品事業。試薬製造で培っ
た独自の有機合成技術、製造技術、分析技術
に基づき、卓越した技術力と最先端設備・シス
テムを備えた体制で、高付加価値の製品開
発・受託ビジネスを提案し、安全で快適な社会
づくり、暮らしづくりに貢献します。

病院や健診センターで受ける血液検査などに
使われている臨床検査薬。臨床検査薬事業で
は、がんや生活習慣病の診断に使う検査薬、
試薬・装置の一体型システムなど、人々の疾
病予防や早期発見・治療のために、医療を支
えるさまざまな製品を研究開発・製造してい
ます。検体検査を通じて医師の診断をサポー
トし、日々進歩し続ける医療の発展・質の向上
に貢献します。

ビジョン

科学を牽引し、世界中のお客様に
感動を提供する会社

行動指針

常になぜの心をもって探求する
一歩先を見て決断し実行する

情熱をもって新しい世界に挑戦する

次の科学のチカラとなり、
人々の幸せの源を創造する

ミッション

Wako Way

臨床検査薬化成品試薬

■  遺伝子研究用試薬
■  免疫研究用試薬
■  細胞培養用試薬
■  エンドトキシン検出用試薬
■  有機合成用試薬

■  高分子材料
■  エレクトロ二クス材料
■  医薬・化粧品材料

■  合成原料・中間体
■  受託製造
■  電池材料

■  生化学検査薬
■  免疫検査薬
■  感染症検査薬
■  遺伝子検査薬
■  アレルギー検査薬

■  環境分析用試薬
■  クロマトグラフ用試薬
■  バイオ医薬製造用培地
■  受託サービス

■  輸血検査薬
■  一般検査薬
■  透析液管理用検査薬
■  POCT検査薬

播磨工場

大阪工場 東京工場

愛知工場

本社

東京本店

試薬生産工場
化成品生産工場

わたしたちは、多様な「人・知恵・技術」の融合と独創的な発想のもと、
様々なステークホルダーと共にイノベーションを生み出し、世界をひとつずつ変えていきます。

会社概要

事業活動拠点

事業内容
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「環境方針」、「環境保全重点テーマ」を定め、全員参加で環境保全活動を展開しています。

環境マネジメントシステム

ＩＳＯ１４００１の取得の経緯

当社は、試薬・化成品・臨床検査薬等の事業を行うにあたり、
富士フイルムグループ グリーン・ポリシーに則した環境保全活動を推進する。

当社のすべての組織及び従業員は、環境保全活動の推進と維持向上に努める。

（制定：2000年5月17日）
（改訂：2022年7月1日）

当社の事業活動が環境に与える影響を的確に捉え、適切な対応を取るための仕組みを設けると共に、
この仕組みの継続的改善を図る。

環境関連の法律、条例、協定の順守及びその他業界の要求事項を取り入れると共に、
関連する社会的要求を尊重し、技術的、経済的に可能な範囲で取り組む。

当社の事業活動に係わる環境影響のうち、以下の項目を主要テーマとする。
　①発生するCO₂、廃棄物、有害化学物質を抑制し、環境負荷の低減を図る。
　②自然資源の有効利用に配慮し、省エネルギー、省資源化と資源リサイクルを推進する。
　③危機管理対策の強化に取り組み、防災・安全に万全を期すことで薬品等による汚染の防止を図る。

製品安全に係る法令・基準を順守すると共に、商品・サービスの品質、安全性、環境配慮などについて、
関係者及び地域住民に正確かつ適切に情報を公開する。

この方針は、当社子会社及び社外協力会社へも通知し、理解と協力を要請する。

1

2

3

4

5

6

7 この環境方針は、社内外に開示し、入手可能とする。

　当社では2000年1月に東京工場でISO14001の認証を取
得しました。 
　その後、各工場、本社、東京本店へと適用範囲を拡大してきま
した。2017年4月からISO14001:2015での適用を開始し、
2018年1月にISO14001:2015の認証を取得しました。 　

2020年度より当社子会社　富士フイルムワコーケミカル株式
会社 埼玉工場、広野工場、平塚工場を適用範囲に加えました。 

　また「環境保全」だけではなく、「防災」「安全衛生」の３側面か
ら目標を定めて活動を行っております。 

播磨工場 富士フイルムワコーケミカル（株）
（製造委託工場）

大阪工場愛知工場東京工場本社
東京本店

社　長

環境管理担当役員

IMS責任者※

全社環境管理責任者

（2026年4月1日現在）※2020年度よりISO14001とISO9001を統合運用し、ＩＭS(Integrated Management System)責任者を配置しました。

・ 省エネルギー対策と地球温暖化対策の推進
・ 環境負荷の低減
・ 地域社会への貢献
・ 社内環境保全体制の強化

・ 安全衛生管理体制の強化
・ 交通災害の撲滅推進
・ 健康の維持増進

・ 防災体制の強化・充実
・ 事業BCP体制の強化
・ 防災・安全教育の充実

ISO規格
登録年月日

： ISO14001：2015
： 2000年1月11日

登録証番号
有効期限

： JQA-EM7599
： 2026年12月30日

環境保全

安全衛生防 災

当社ホームページに環境方針・環境保全体制のページ
を設けております。 こちらにISO14001認証書・
付属書も掲載しております。 是非ご覧ください。

パソコンでご覧の方は
こちらをクリックしてください。
環境方針・環境保全体制の
ページに移動いたします。

環境マネジメントシステム組織図環境方針

環境マネジメント

https://www.fujifilm.com/ffwk/ja/about/sustainability/environment/policy
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環境保全コストの把握

環境保全に関する全社の環境目的・目標を定め、これに基づき各事業所で目標及び実施計画を策定し、
さまざまな取り組みを実践しています。2025年度に掲げた目標と活動の達成状況は下記の通りです。

2025年度環境保全の取り組みと実績
環境保全活動の推進には、それぞれの活動への適正なコスト配分と、その効果を分析・検証することが
重要です。2004年度から環境会計を導入し、環境マネジメントのパフォーマンスの向上を目指しています。

環境会計

2025年度の結果 

　2025年度の環境保全コストは、投資額、費用額と合わせて約
8億円でした。投資額の主なものは、屋根の遮熱塗装、ボイ
ラー・空調機の更新、LED照明への変更などでした。

　費用額は、例年、維持費、人件費や廃棄物処理費用がその多
くを占めています。
　今後も環境保全コストを継続的に集計し、その推移を明確に
していきます。

温室効果ガス（CO₂）排出量の削減：
2026年度に2019年度実績の
25%削減（目標値37,738トン）

CO₂排出量※（絶対値）は、2019年度実績に対し34.3％減の
33,051トンとなり、目標達成となりました。

目標取り組み課題 活動実績

1. 省エネルギー・地球
　 温暖化対策の推進 

2. 環境負荷の低減 

①適正処理と“3R”のさらなる推進 溶媒・廃油類の再利用、容器・包材・紙類のリサイクルを推進しました。

②廃棄物処理業者の適正管理 廃棄物処理委託業者を定期的に視察し、適正処理が行われている
ことを確認しました。

③電子マニフェストの導入推進 一部の少量排出部門を残し、電子マニフェストの導入でメリットを
得られる事業場では導入を済ませました。

（1）廃棄物の適正管理
　  と削減推進

④廃棄物発生量：2024年度実績の
　1％削減（原単位指標）

廃棄物発生量は、2024年度実績に対し2.4％減の24,371トンと
なりました。原単位指標では4.5%増となり、目標未達となりました。

（2）環境負荷物質
　  管理の推進

各事業所のPRTR、VOC対象
物質取扱量上位5物質の排出率：
2024年度排出率以下

各事業場のPRTR・VOC対象物質取扱量上位5物質の排出率は
0.48%でした。2024年度の排出率0.42%に対し0.06%増となり、
目標未達となりました。

外部に影響する環境事故発生：
0件（全工場合計）

2025年度に環境事故が2件発生しましたが、適切に対応し、
再発防止策を講じました。

（3）環境事故発生の
　  防止

遺伝資源等の利用における
生物多様性条約に配慮

動植物に由来する原料を使用する場合は、当該動植物の減少・
根絶に至らないよう、調達管理された入手元を選択しています。

（4）生物多様性の
　  保全

水使用量の削減：2024年度実績の
1％削減(原単位指標）

水使用量は、2024年度実績に対し12.5%減少の888千m3と
なりました。原単位指標では0.3%減となり、目標未達となりました。

（5）水リスクへの
　  対応

①地域住民・行政との良好な
　コミュニケーションの維持

コミュニケーションツールである「環境報告書」を2025年度も
発行しました。

3. 地域社会への貢献

②地域貢献活動へ参加・協力 各工場では、清掃活動、交通事故防止活動、省エネ活動などに
参加しました。

①環境・防災・安全衛生関連
　法規制等の順守監視体制強化

「環境法規制順守状況チェックリスト」などにより定期的に点検を
行い、法令・条例・協定の順守状況を確認しました。各工場では、
さらに厳しい社内基準を設定し、自主管理を徹底しています。4. 社内環境保全体制

　 の強化
②工場巡視 工場巡視を継続し、工場における防災対策・安全管理の確認を

しました。

45

406

84

535

(単位：百万円）

報告対象範囲 : 東京工場、愛知工場、大阪工場、播磨工場

※CO2排出量は、自社燃焼炉由来のCO2を考慮しております。

2023年度
分 類

2024年度 2025年度
投資額 投資額 投資額費用額 費用額 費用額

事業場内コスト
公害防止コスト

資源循環コスト

管理活動コスト

合 計

205

3

9

217

45

410

67

522

174

1

12

187

68

382

79

529

314

3

0

317

環境保全コストの推移

電動フォークリフトへの更新（宮崎工場） 燃料電池車（FCEV）への更新（本社）  

環境マネジメント

　当社は、環境保全活動の指標の１つとして2004年度より環
境保全コストの集計を環境省や日本化学工業協会のガイドライ
ンを参考にスタートしました。投資額は環境保全に関する設備

投資の実施額であり、費用額は、環境保全に関する設備の減価
償却費、維持費、人件費、廃棄物処理費などの実績値です。　
　環境パフォーマンスについては、ｐ９～ｐ１5をご参照ください。
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当社では、事業活動の過程で発生する環境負荷量を計数で把握することにより、
環境負荷の削減への新しい取り組み計画や数値目標の設定、成果の分析・評価に活用しています。

環境負荷低減
富士フイルムグループの方針に従い、廃棄物の発生量の削減を重要課題と位置づけ、
全社的な削減活動を展開しています。また、廃棄物の再利用を中心に３R活動を推進しています。

廃棄物の削減

廃棄物発生量削減への取り組み2025年度 環境負荷の全体像

環境負荷の削減について

　当社は、環境保全活動をより確実な成果に導くために、2000
年度から全社共通の環境目的・目標を策定し、さまざまな取り
組みを行ってきました。また、2006年度から2015年度の10年
間は2005年度を基準に削減計画を立ててきました。 　 　
　2018年度からは富士フイルム株式会社の方針に従い、新た
な基準を設け削減計画を立てています。

　なお、環境目標の指標は、従来から継続して地球温暖化の原
因物質であるCO₂の排出量、PRTR物質については各事業所の
取扱量上位物質の排出率、廃棄物は社会的に関心の高い廃棄
物発生量、水リスクの観点から水使用量についてそれぞれ削減
を図ることにしています。

目的・目標・実績

環境目的 2025年度到達目標 実 績
34.3%減
0.06%増
4.5%増
0.3%減

2026年度に2019年度実績の25%削減
取扱量上位5物質の排出率：2024年度排出率以下
2024年度実績の1%削減（原単位指標）
2024年度実績の1%削減（原単位指標）

CO₂排出量の削減 
ＰＲＴＲ・VOC対象物質の排出量削減
廃棄物発生量の削減
水使用量の削減 

環境パフォーマンス

　当社は富士フイルムグループの方針に従い、2018年度より
廃棄物発生量について前年度実績に対し、原単位を1%削減す
る目標といたしました。2025年度の廃棄物発生量は2024年度
より2.4%（604トン）減少したものの、原単位指標では4.5%増
となり目標未達となりました。リサイクル率は3.0%低下し、最終
処分量は61トン増加しました。
　廃棄物の処理に関しては、処理業者への業務委託部分が大

半を占めております。従って廃棄物が適正に処理され、不法投棄
などがないように、処理業者の処理設備及びその能力、許可状
況、環境への配慮などを十分に検証の上、優良な処理業者との
み契約し、廃棄物の処理を委託しています。また定期的に現地視
察し、委託先の状況確認を行っています。受け渡しの帳票につい
ては電子システム（JWNET）の利用により明確な記録を残して
います。

廃棄物発生量の推移

100

実績（原単位比）目標（原単位比）廃棄物発生量

（％）

（年度）

50

2025

（トン）

30,000

20,000

0

10,000

99
104.5100.0

2024

廃棄物最終処分量の推移

廃棄物最終処分量

（年度）2025

250

（トン）

125

0 2024

245

184

廃棄物再利用量及びリサイクル率の推移

100

リサイクル率※再利用量

（％）

（年度）

50

2025

30,000

（トン）

20,000

0

10,000

71.574.5

2024
※リサイクル率=廃棄物再利用量/発生量

17,43218,615

2025年度 発生廃棄物の内訳

廃アルカリ
64.5％

1.4％ 
1.1％ 
0.9％ 
0.3％ 
0.1％

金属くず
汚泥
廃プラ
その他
一般廃棄物

ガラスくず
1.6％

紙くず
1.5％

廃酸
2.1％

廃油
26.5％

INPUT OUTPUT

※1 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」
　　に基づき行政に届け出た化学物質量
※2 リサイクル率算出方法 ： リサイクル量/産業廃棄物発生量

製品

原材料

製造・
研究開発

リサイクル量 17,432 トン
リサイクル率※2　71.5 ％

リサイクル

電力
化石燃料
ガス

4,635 万KW 
1,824 KL   
1,443 千m3

原油換算 13,922 ＫＬ

市水
工業用水
地下水

205,558 m3

233,916 m3

431,658 m3

エネルギー

水資源

CO₂
ＮＯx
ＳＯx
ばいじん
PRTR排出量※1

33,051 トン
8 トン
2 トン
4 トン

35.2 トン

排水量
COD
BOD
全りん
全窒素

815,433 m3  

1 トン
1 トン
0 トン
2 トン

発生量
最終処分量

24,371 トン
245 トン

大 気

水 域

産業廃棄物 24,37124,975

2025年度
廃棄物発生量

24,371トン
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地球温暖化防止問題への対応として、当社ではCO₂排出量削減を中長期的な視野で捉え
自主的な削減目標を掲げ取り組んでいます。

地球温暖化防止

CO₂排出量削減への取り組み
　プラスチックは試薬容器として必要不可欠な素材である一方、天然資源の枯渇や気候変動への影響などの課題があ
り、プラスチック資源循環の重要性が高まっています。
　当社においても、地球環境への影響を最小限に抑えるため、バイオマスプラスチックを使用した包装資材・ラボウェア
を採用することで、地球温暖化の抑制に貢献していきます。

バイオマスプラスチックの特徴  

採用事例

樹脂ボトル
バイオマスプラスチック樹脂採用
（バイオマスプラスチック50％配合）

樹脂チャック袋
バイオマスプラスチックフィルム採用
（バイオマスプラスチック10％配合）

樹脂ケース
バイオマスプラスチック樹脂採用
（バイオマスプラスチック25％配合）

再生が可能な有機資源を原料と
し、枯渇性の化石資源の使用縮
減に貢献するもの。製品中のポ
ジティブリストに記載されたバイ
オマスプラスチック度が25wt%
以上のもの。

生物由来（バイオマス）資源を活
用し、品質及び関連法規、基準、
規格等に適合している環境商品
につけられるマーク。当社では樹
脂チャック袋にバイオマスマーク
認定商品を採用しています。

プラスチックは焼却時にCO2を
排出するが、植物は成長過程で
　光合成が行われるため、大気
　　中のCO2の増減に影響を与
　　　えないと考えられている。

キャップに表示
袋下部に表示

認証マークについて 

[樹脂容器] 日本バイオプラスチック協会 [樹脂チャック袋] 一般社団法人 日本有機資源協会

植物由来原料 （循環型）石油由来原料 （直線型）

サトウキビ

樹脂ボトル焼却

CO2排出

植物の成長過程で
CO2を吸収する

転倒防止用保護ジャケット「ガロテクトTM」
バイオマスプラスチック樹脂採用
（バイオマスプラスチック10％配合）

容器包装に対する取り組み （バイオマスプラスチックの活用）

環境パフォーマンス

　当社は2017年4月より富士フイルムグループの一員として
新たなスタートを切りました。
　さらに、2018年4月には同グループの富士フイルムファイン
ケミカルズ株式会社と統合し、事業規模や体制が大きく変貌を
遂げました。
　こうした変化を受け、2018年度からは前年度の実績に対して
原単位を1%削減する目標を掲げて活動してまいりました。
　しかし、気候変動問題のさらなる重要性を踏まえ、2024年度
からは目標を見直し、「2026年度に2019年度実績の25%削
減」という新たな目標を設定しました。また、2024年度からは

自社焼却炉に由来するCO₂排出量についても算定を開始しま
した。
　省エネ活動として、設備面では太陽光パネルの設置、LED照
明や省エネ機器への更新を進め、運用面では設備稼働時間の
短縮などに取り組んできました。その結果、2025年度における
CO₂排出量は2019年度実績と比較して34.3%減の33,051ト
ンを達成し、目標を上回る成果を収めることができました。
　今後も引き続き、CO₂排出量のさらなる削減と工場運営の
効率化に向けて努力を重ねてまいります。

目標（2019年度比25%減）CO₂排出量

（年度）2025

60,000

（CO₂-トン）

30,000

0

37,738

2019

50,318

33,051

2025年度 エネルギー使用比率CO₂排出量の推移

石油

樹脂ボトル

焼却
CO2排出

2025年度
エネルギー使用量
原油換算

13,922KL
電力
74.1％

灯油
0.1％

重油
12.2％

ガソリン・軽油
0.8％

ガス
12.8％
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2025年度  東京工場（河川）

2025年度
実績値

水質汚濁防止法
単位測定項目

条例
規制区分

社内基準

mg/L
mg/L
mg/L

mg/L

mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
CFU/ml
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L

5.8～8.6
160/120
160/120
200/150

5

5
3
2
10
10
2
800
120/60
16/8
0.2
0.2
1

－
25
－
60

－

1
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

5.8～8.6
20
30
30

1

0.5
0.5
1
1
1
0.5
80
20
5
0.04
0.05
0.05

7.0～7.2
1.5
0.9
5

➡

0.5

➡

0.1

➡

0.3

➡

0.2
1

➡

1

➡

0.2

➡

20

➡

3.8 
0.1

➡

0.02

➡

0.02

➡

0.05

➡

ｐＨ
ＢＯＤ
COD
ＳＳ(浮遊物）

n-ヘキサン
抽出物質(鉱物油)

フェノール
銅
亜鉛
鉄（溶解性）
マンガン（溶解性）
全クロム
大腸菌
全窒素
全リン
クロム（6価）
ジクロロメタン
シアン

水質汚染防止

各工場の2025年度実績

　当社は、化学メーカーとして化学物質の排出管理に細心の注
意を払っています。各工場における2025年度の水質汚濁負荷
量の実績値の一例は以下の通りです。いずれも法令・条例・協
定などよりも厳しい社内基準を設け、水質汚濁防止に取り組ん
でいます。

2025年度  富士フイルムワコーケミカル㈱ 広野工場（河川）

2025年度
実績値

水質汚濁防止法
単位測定項目

条例
規制区分

協定 社内基準

mg/L
mg/L
mg/L

mg/L

mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
CFU/ml
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L

5.8～8.6
160
160
200

5

5
3
2
10
10
2
800
120
16
0.03
1
1
0.1
0.2
0.1
0.005
不検出
0.003
0.1
0.1
0.2
0.02
0.04
1
0.4
3
0.06
0.02
0.06
0.03
0.2
0.1
0.1
10
8
100
0.5

－
25
25
70

－

1
－
－
－
－
－
－
－
－
－
0.5
－
－
0.2
－
－
－
－
－
－
－
－
－
1
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

5.8～8.6
20
－
20

5

0.5
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

6.0～8.4
18
20
18

4

0.4
3
2
10
10
2
800
120
16
0.03
0.5
1
0.1
0.2
0.1
0.005
不検出
0.003
0.1
0.1
0.2
0.02
0.04
0.2
0.4
3
0.06
0.02
0.06
0.03
0.2
0.1
0.1
10
8
100
0.5

6.9～7.5
1.2
不検出
不検出

不検出

不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
不検出
0.02
不検出

ｐＨ
ＢＯＤ
COD
ＳＳ(浮遊物）

n-ヘキサン
抽出物質(鉱物油)

フェノール
銅
亜鉛
鉄（溶解性）
マンガン（溶解性）
全クロム
大腸菌
全窒素
全リン
カドミウム
シアン
有機リン化合物
鉛
クロム（6価）
ヒ素
水銀
水銀（アルキル）
PCB
トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン
ジクロロメタン
四塩化炭素
1,2-ジクロロエタン
1,1-ジクロロエチレン
シス-1,2-ジクロロエチレン
1,1,1-トリクロロエタン
1,1,2-トリクロロエタン
1,3-ジクロロプロペン
チウラム
シマジン
チオベンカルブ
ベンゼン
セレン
ホウ素
フッ素
アンモニア
1,4-ジオキサン

2025年度  播磨工場（海域）

2025年度
実績値

水質汚濁防止法
単位測定項目

条例
規制区分

協定 社内基準

mg/L
mg/L

mg/L

mg/L
mg/L
mg/L
CFU/ml
mg/L
mg/L
mg/L

5.0～9.0
160/120
200/150

5

3
10
10
800
120/60
16/8
0.04

5.0～9.0
65/50
150/120

4

3
3
10
－
60
6
－

5.8～8.6
22/17
19/9

－

－
－
－
－
－
－
－

6.0～8.4
17
9

3

2
2
8
640
8
0.7
0.035

7.3～8.1
1.9
1.7

0.5

➡

0.01

➡

0.02 
0.01

➡

1.1
2.8 
0.23 
0.001

ｐＨ
COD
ＳＳ(浮遊物）

n-ヘキサン
抽出物質(鉱物油)

銅
鉄（溶解性）
マンガン（溶解性）
大腸菌
全窒素
全リン
1,2-ジクロロエタン

水質汚染防止では、水質汚濁防止法、下水道法、条例、協定などよりも厳しい社内基準を設けて定期的に
モニタリングし、工場周辺水域への負荷低減に取り組んでいます。

2025年度  愛知工場(海域）

2025年度
実績値

水質汚濁防止法
単位測定項目

条例
規制区分

協定 社内基準

mg/L
mg/L
mg/L

mg/L

mg/L

mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
CFU/ml
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L

5.0～9.0
160/120
160/120
200/150

5

30

5
3
2
10
10
2
800
120/60
16/8
0.03
1
1
0.1
0.2
0.1
0.005
不検出
0.003
15

－
25/20
25/20
30/20

2

10

0.5
1
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

6.0～8.5
10
10
10

1

5

0.5
0.5
2
5
5
1
800
10
1
0.01
不検出
不検出
0.1
0.05
0.05
不検出
不検出
不検出
7

6.0～8.5
9
9
9

0.9

2

0.45
0.45
1.8
4.5
4.5
0.9
720
9
0.9
0.009
不検出
不検出
0.09
0.045
0.045
不検出
不検出
不検出
6.3

7.0～7.2
1.8
3.6
3.3

0.5

➡

0.5

➡

0.025

➡

0.01
0.15
0.11
0.1

➡

0.04

➡

30

➡

2.2
0.14
0.003

➡

不検出
不検出
0.01

➡

0.02

➡

0.01

➡

不検出
不検出
不検出
0.1

➡

ｐＨ
ＢＯＤ
COD
ＳＳ(浮遊物）

n-ヘキサン
抽出物質(鉱物油)

n-ヘキサン
抽出物質(動植物油脂)

フェノール
銅
亜鉛
鉄（溶解性）
マンガン（溶解性）
全クロム
大腸菌
全窒素
全リン
カドミウム
シアン
有機リン化合物
鉛
クロム（6価）
ヒ素
水銀
水銀（アルキル）
ＰＣＢ
フッ素

2025年度  東京工場（下水）

2025年度
実績値

下水道法
単位測定項目

条例
規制区分

社内基準

mg/L
mg/L
mg/L

mg/L

mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L

5.0～9.0
600
－
600

5

5
3
2
10
10
2
240
32
0.2
0.2
1

5.0～9.0
600
－
600

5

－
－
－
－
－
－
240
32
－
－
－

5.8～8.6
60
30
60

1

1
0.5
1
1
1
0.5
120
20
0.04
0.1
0.05

7.5～8.4
2.1 
2.5 
3.3 

0.5

➡

0.5

➡

0.3

➡

0.2

➡

1

➡

1

➡

0.2

➡

5.6 
0.3 
0.02

➡

0.02

➡

0.05

➡

ｐＨ
ＢＯＤ
COD
ＳＳ(浮遊物）

n-ヘキサン
抽出物質(鉱物油)

フェノール
銅
亜鉛
鉄（溶解性）
マンガン（溶解性）
全クロム
全窒素
全リン
クロム（6価）
ジクロロメタン
シアン

水質汚濁防止法とは……公共用水域及び地下水の水質の汚濁を防止し、国民
の健康を保護するとともに生活環境の保全を図るため、事業所からの排水の規
制・生活排水対策の推進・有害物質の地下浸透規制等が盛り込まれている。こ
の水質汚濁防止法に基づき、生活環境項目としてpH、BOD等15項目、健康項
目としてカドミウム、シアン等29項目に関する排水基準が定められている。

用語辞典

2025年度  富士フイルムワコーケミカル㈱ 平塚工場（下水）

2025年度
実績値

下水道法
単位測定項目

条例
規制区分

社内基準

mg/L
mg/L

mg/L

mg/L

mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L

5.0～9.0
600
600

5

30

5
2
120
1

0.003
0.2
0.04
10
8
380

－
－
－

－

－

0.5
－
125
－
－
－
－
－
－
380

6.0～8.4
270
270

4.5

10

0.3
1.8
120
0.5
0.002
0.1
0.02
9
7
120

7.7～8.1
3.7
6.7

不検出

不検出

不検出
0.02
8.2
不検出
不検出
不検出
不検出
0.05
不検出
8.2

ｐＨ
ＢＯＤ
ＳＳ(浮遊物）

n-ヘキサン
抽出物質(鉱物油)

n-ヘキサン
抽出物質(動植物油脂)

フェノール
亜鉛
全窒素
シアン
PCB
ジクロロメタン
1,2-ジクロロエタン
ホウ素
フッ素
アンモニア

2025年度  大阪工場（下水）

2025年度
実績値

下水道法
単位測定項目

条例
規制区分

社内基準

mg/L
mg/L

mg/L

mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L

5.0～9.0
600
600

5

5
3
2
10
10
2
240
32
0.2
0.2
1

5.7～8.7
300
300

5

5
3
2
10
10
2
－
－
0.1
0.2
0.3

5.7～8.7
200
100

2

2
0.5
1.5
8
5
1
240
20
0.08
0.16
0.24

6.9～7.1
2.9
3.3

1.0

0.2
➡

0.1

➡

0.1
0.1
0.2
0.1

➡

1.2 
0.7 
0.02
0.002

➡

0.1

➡

ｐＨ
ＢＯＤ
ＳＳ(浮遊物）

n-ヘキサン
抽出物質(鉱物油)

フェノール
銅
亜鉛
鉄（溶解性）
マンガン（溶解性）
全クロム
全窒素
全リン
クロム（6価）
ジクロロメタン
シアン

2025年度  富士フイルムワコーケミカル㈱宮崎工場（河川）

2025年度
実績値

水質汚濁防止法
単位測定項目

条例
規制区分

協定 社内基準

mg/L
mg/L
mg/L

mg/L

mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
CFU/ml
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L
mg/L

5.8～8.6
160/120
160/120
200/150

5

5
3
2
10
10
2
800
120/60
16/8
0.2
0.2
1

5.8～8.6
160/120
160/120
200/150

5

5
3
2
10
10
2
800
120/60
16/18
0.2
0.2
1

5.8～8.6
25/20
－

30/20

－

－
－
－
－
－
－
300
－
－
－
－
－

6.0～8.4
23/18
23/18
27/18

4

4
2
1.8
8
8
1.5
200
20
5
0.2
0.15
0.5

7.2 
1.2 
1.9 
1.5

0.5

➡

0.05

➡

0.01

➡

0.01

➡

0.1

➡

0.02

➡

0.05

➡

0.2
2.0 
0.11
0.01

➡

0.002

➡

0.1

➡

ｐＨ
ＢＯＤ
COD
ＳＳ(浮遊物）

n-ヘキサン
抽出物質(鉱物油)

フェノール
銅
亜鉛
鉄（溶解性）
マンガン（溶解性）
全クロム
大腸菌
全窒素
全リン
クロム（6価）
ジクロロメタン
シアン

※表中の“/”は（許容限度/日間平均許容限度）を
　表しています。

環境パフォーマンス
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製品の製造工程で多くの化学物質を使用している企業として、化学物質を適正に管理することが
安全な作業環境を守り、環境への影響を低減するために大切であると考えています。

化学物質の管理・大気汚染防止
企業活動において、事故・災害の未然防止及び安全な職場環境の確保は最重要課題です。
この認識に基づき、当社ではさまざまな防災活動を積極的に実施しています。

　各事業所では、定期的な設備点検、各種巡視、教育・訓練を実施し、緊急事態（自然災害・火災・事故）による環境汚染・被害の発生の予
防に努めております。また緊急事態が発生した場合を想定し、消火、避難、通報、救護などの行動が迅速に行われるように自衛消防隊を組
織し、定期的に訓練を実施しています。

防災活動

防災活動の推進

　当社は、毎年全社防災目標等を設定し、これに基づき各事業
所でより具体的な目標及び活動計画を作成し、防災活動を推進
しています。
　事故・災害の防止については、計画的な設備の保全・管理を
徹底するとともに、静電気、可燃性物質対策を実施しています。
また、危険物、静電気に関する教育、消火訓練など、さまざまな
防災教育、交通安全教育も行っています。
　近年、地震や台風により一部の設備が被災し、操業に影響が
出ました。非常用発電設備の充実など、さらに災害に強い体制
を目指していきます。

　当社は富士フイルムグループの方針に従い、PRTR法（化学
物質管理促進法）対象物質と日本化学工業協会が定めた自主
管理物質について、排出量の管理を行っております。
2025年度は各事業所取扱量上位5物質について2024年度排
出率以下を目標としました。

　各事業所のPRTR・VOC対象物質取扱量上位5物質の排出率
は0.48%（取扱量：14,278トン、排出量：69.2トン）でした。
2024年度の排出率0.42%（取扱量：14,291トン、排出量：
60.6トン）に対し0.06%増加し、目標未達となりました。

化学物質排出削減への取り組み

緊急事態への対応

大気汚染物質削減への取り組み

　大気汚染物質であるSOx（硫黄酸化物）、NOx（窒素酸化物）
は、ボイラーや焼却炉で燃料等を燃焼する際に発生し、酸性雨
や光化学スモッグの原因の1つとなっています。当社では、
2005年度までに小型燃焼炉の廃止、ボイラーの燃料を都市ガ
スや低硫黄重油（A重油）に変更し、削減対策を実施しました。
現在は、定期的に監視測定を行い、環境負荷低減効果の確認を
継続しています。

2025年度 大気汚染3物質の工場別排出量

工 場 SOx 
0.07 
0.50 
0.00 
0.10 
0.00 
0.00 
1.62 
0.00 

NOx 
2.75 
0.77 
0.00 
0.10 
0.00 
0.00 
2.54 
1.92 

ばいじん 
3.48 
0.02 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.09 
0.04 

東京工場
愛知工場
大阪工場
播磨工場
富士フイルムワコーケミカル宮崎工場
富士フイルムワコーケミカル埼玉工場
富士フイルムワコーケミカル広野工場
富士フイルムワコーケミカル平塚工場

（トン/年）

なお、当社では製造時のVOC使用量削減に貢献する
水溶性アゾ重合開始剤を販売しております。 
是非 当社HPをご覧ください。

パソコンでご覧の方は
こちらをクリックしてください。
水溶性アゾ重合開始剤の
ページに移動いたします。

環境パフォーマンス 防災・安全衛生

総合防災訓練（広野工場） 総合防災訓練（平塚工場）

2025年度 大気排出量の内訳PRTR、VOC取扱量上位５物質

BCPの体制強化1

防災体制の強化2

啓発活動の推進3

─ 2026年度  重点施策 ─

※BCP ： Business Continuity Plan（事業継続計画）

120

排出率比(%)排出量
（％）

（年度）

60

2025

16,000

（トン）

14,000

12,000

114.3100

2024

取扱量

69.260.6

14,291 14,278

2025年度
大気排出量

69.2トン

アセトン
33.5％

メタノール
27.8％

その他
7.2％

1,2-ジクロロエタン
6.9％

トルエン
16.6％

酢酸エチル
8.0％

https://specchem-wako.fujifilm.com/jp/azo-polymerization-initiators/index.htm#water-soluble-azo-initiators
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企業にとって、安全で健康的な職場の形成は重要な要素です。各工場では「安全第一」を基本理念に、
さらに従業員が安心して働ける職場へとレベルアップすることに注力しています。

労働安全衛生
よき企業市民として「地域とともに発展する」というコンセプトに基づいて、
地域美化活動などを通して地域住民の皆様とのより良い関係づくりに努めています。

地域コミュニケーション

地域美化運動

　各工場は、自主的に工場周辺の清掃活動を定期的に実施し、地域の美化推進に貢献しています。今後も地域の皆様と協力し、美化活動
を推進していきます。

　打ち水は、昔から夏場に涼気をとるために行
われてきました。尼崎市では、都市化した街の
ヒートアイランド現象を緩和するため、夏季期間
中に実施日を定め、市内各所において、全市一
斉に打ち水を行うことを呼びかけています。
　尼崎市と環境保全協定を締結している大阪工
場も、その呼びかけに応え、工場内で打ち水を実
施しました。今後も行政当局などと協力し、地球
温暖化防止対策への取り組み活動を行います。

「打ち水大作戦 inあまがさき2025」に参加

「安全で安心」な職場の実現

健康経営

　当社は2020年から7年連続で「健康経営優良法人（大
規模法人部門）」に認定されています。また特に優良な取
り組みを実践している上位500法人を顕彰する「ホワイ
ト５００」に3年連続で認定されています。
　「従業員の健康維持増進」を重要な経営課題として捉
え、生活習慣病､がん､メンタルヘルス､喫煙､長時間労働
の5つの重点領域を中心に取り組みを進め、これからも
従業員一人ひとりが
心身ともに健康でい
きいきと働き、最高の
パフォーマンスを発
揮できるよう、健康経
営を推進していきま
す。

　当社では、「安全第一」を基本に業務運営を行ってお
り、無事故、無災害を達成し、従業員が安心して働ける職
場の実現を常に心がけています。
　工場・研究所に安全衛生委員会、本社・東京本店に衛
生委員会を設置して、全社安全衛生目標を基に、それぞ
れの活動計画を策定（Plan）、安全操業（Do）、安全パト
ロール等で確認（Check）、見直し（Act）を実施していま
す。従業員は、常にPDCAサイクルを念頭に置き、継続的
に安全衛生活動を推進しています。
　交通災害撲滅としては、所轄の警察署による交通安全
教育や交通安全マナー教育の実施、従業員による危険予
知活動等を実施しています。

・各工場では定期的に工場周辺のクリーン活動を行っています。

播磨工場

大阪工場

みんなで考え行動する先取り活動（現場の主体的活動）
・安全コミュニケーション向上による活力ある活動の推進、
 安全の日、安全宣言の確実な遂行
・安全基本行動（作業前教育、5S、行動基準/ルール）の定着
・ＫＹとＲＡ、ヒヤリハット/ニアミスの定着
・潜在リスク及び情報の見える化によるリスク低減

目標： 休業災害 ゼロ、不休業災害 ゼロ、火災発生 ゼロ

●現場保安力の強化
（工場の現場保安力を評価し、弱点を課題化して依存型
　⇒独立型安全文化醸成を推進する） 

1

2 重大事故防止活動
・防爆委員会の推進 （＋火災防止PJで決定した施策の遂行） 

類似事故を起こさない活動
・過去事例の知見を伝承する活動（日めくりカレンダー、
 安全通信を有効活用し、事故未然防止する）
・根本原因と本質的な対策を追求する力量アップ
 （なぜなぜ分析）
・労災事故を自分ごととして全員に理解・行動させる活動
 （水平展開）

3

行動につながる安全教育
・危険感受性を向上する教育（危険体感VR、怖さを実感
 できる事例教育など）
・RAキーマンが主体となり、工場全体のレベルUPに繋げる
・教育体系一覧表を用いた教育（必須項目の確実な学習実施、
 安全基礎学習の向上）
・工場リーダー層への安全研修（資格Ⅴ層：係長/GL）

4

労安法令順守
・労安法令の運用評価と改善（労安法改正に準じて評価
 リストを更新し、法順守評価を行う）
・法対応に関する“届出漏れ”の撲滅

5

─ 2026年度  安全衛生目標 ─

  

　社用車全車に通信型ドライブレコーダー（テレマティク
ス）を導入しています。テレマティクスの安全運転スコア
機能を利用してスコア80点以上を目指し、安全運転と事
故防止に努めています。
　また、通勤で自家用車を使用する事業所、業務で社用
車を使用する事業所においてはe-ラーニングなどを用
いて交通安全社内教育を行い、交通事故防止に努めて
います。

交通安全啓蒙運動

2026年は「オールWako安全元年」の2年目となることを
意識し、安全最優先のもと、全従業員一人ひとりが「自分ご
と」の安全活動を継続し、安全基盤を確固たるものにする。
これまでの、問題が発生してから対応する「依存型」の安全
活動から、自発的に自らの安全を考え、行動する「独立型」
への転換を目指す。「依存型」から「独立型」を経て、最終目
標である「相互啓発型」へと進化する安全文化の醸成に向
け、全事業所で活動レベルを向上させる。

防災・安全衛生 社会的取り組み

埼玉工場


